· 12月14日当日は新たなレジメで発表がある予定です。下記はご参考までに
【第30回未来構想フォーラム】報告レジュメ、2004.6.8（火）
「２１世紀の日本の進路と東北アジアの地域統合」
李 鋼哲（LI・Gang-Zhe）E-mail: gangzhel@nira.go.jp
総合研究開発機構研究員/新世紀アジア人開発研究センター代表
はじめに：２０世紀の日本とアジアの関係とその反省
１００年前の岡倉天心の「アジアは一つ」思想はアジア共通の知的財産である。

現在は、その思想を新しい土台で復活させる時機が来ている。戦前の日本は「大東亜共栄圏」を目指したが、方法論が間違っていた為に失敗した。戦後は、アジアを経済的拡大のバネとして利用してきたが、成功した面はあるが、失敗した面もある。アジアに対する優位意識の本で、パートナーシップの構築はできなかったことを深く反省する必要がある。
＊日本はアジア諸国に信頼されているのか？

＊戦前を引きずる戦後６０年―歴史問題

＊近隣諸国との良好な関係構築に遅れた

＊米国への一方的な依存時代は終わった
そこで、２１世紀の日本は、まず独り立ちへの邁進。そのためには多角的な対外戦略の時代を作り出すことが不可欠。その中で東北アジア重視戦略―経済・安保における地域共同体の構築―を優先的に進めるべき。
＊改めて「大アジア主義」、「東洋的思想」を確立

＊方法論として幾つかの日本への提案を考えたい。
1． 日中韓が手を組めば東アジア共同体は可能
　　（１）「ASEAN＋３」枠組みの形成

　　（２）日中韓３国関係の緊密化：

○政治的な相互理解増進：３国首脳会合、大臣レベル会合
＊韓国新政権の東北アジア経済中心構想、中国新政権の地域協力政策（東北振興）
○経済的相互依存関係と補完関係

○人的交流と文化の交流：韓流、中国語ブーム、日本映画への開放

　　（３）「日中韓トライアングル」関係は北東アジア安定と発展の鍵
　　　　　　＊NAFTA―米国一極、
＊EU―独仏二極

　　　　●東アジア―「トライアングル」モデル（二等辺三角形）
2． 朝鮮半島の安定は日本の国益
（1） 南北合流の歴史的な必然性を認識すべき
（2） 日本独自外交への第一歩：日朝平壌宣言
（3） ６者協議と日本の役割：包括的な解決策を提案
3． 海洋国家から大陸国家へ転換可能か
（1） アジア・ハイウェイ構想の実現
（2） 日韓海底トンネル構想と新しい大陸進路
（3） 石油・天然ガスパイプライン

4． 日本が構想する北東アジアのグランド・デザイン
（1） 社会インフラの統合：輸送、通信、IT、エネルギーの開発と統合

（2） 金融協力：域内資金循環システムの構築

· アジア通貨基金（AMF）構想（新宮沢構想）

· 東北アジア開発銀行（NEADB）構想（東京財団の政策提言）

· アジア債権市場整備

　

おわりに：
　日本人の夢とアジア人の夢が一つになる時代を目指すべき。つまり、未来構想を実現するためには国民国家から脱皮することが必要ではないか。そのためには意識の変革が必要である。国益・愛国心と偏狭な・自己中心的なナショナリズムを分別すべき。EUに「ヨーロッパー人」、アジアにおける「アジア人」意識を確立。
cf: 「A Grand Design for Northeast Asia」 

Mr. SHIOYA Takafusa、President of National Institute for

Research Advancement（NIRA）, JAPAN 

　　http://www.nira.go.jp/newsj/kanren/140/143/zu.ppt
　　http://www.nira.go.jp/newsj/kanren/140/143/03.html
　　http://www.nira.go.jp/newsj/index.html
“アジア人”李 鋼哲 氏を紹介します。
 永持裕紀 「動く中国とつきあう」研究チーム

　２月２５日、朝日新聞アジアネットワーク（ＡＡＮ）と韓国の東亜日報２１世紀平和研究所、中国の現代国際関係研究所が合同で、「急展開する朝鮮半島情勢ー北朝鮮の動向を中心にー」がテーマのシンポジウムを朝日新聞東京本社内で開きました。ＡＡＮは昨年、２つのシンクタンクと個別に提携関係を結び、定期的な交流活動を続けていくことを決めました。その第一弾です。 

シンポジウムでは、核開発問題を通じた北朝鮮の国際社会への揺さぶりの狙いや真意をどう見るか、そして、武力ではなく話し合いにより北朝鮮の行動を変えていくにはどうすればよいかをめぐり、活発な議論が続けられました。詳細は３月６日付朝日新聞朝刊に掲載する予定です。 

シンポジウムでも発言した一人、李鋼哲・新世紀アジア人開発研究センター理事長（４３）を紹介したいと思います。李さんは中国吉林省延辺朝鮮族自治州出身の朝鮮族です。北京の中央民族大学で哲学を学んだ後、将来を嘱望される共産党員が学ぶ中央党校大学院に進み、「党建研究科」を８７年に修了しました。「党建」とは党の建設であり、変化する中国社会で共産党の影響力をいかに確保するかを研究する中枢部門です。栄達を約束された道を、けれど李さんは捨て、９０年代から日本に住んで環日本海総合研究機構、東アジア総合研究所、東京財団などで研究活動を続けます。昨年からＡＡＮコラムニストとなりました。 

８６年の胡耀邦・党総書記（当時）失脚、８９年の天安門事件によって、予測の難しい中国政治に深入りして、人生を「不安定化」することを避けようと思ったことがひとつ。そして、中国の政界で栄達するためには次の３条件が必要だということに気づいたためだといいます。ひとつは能力があること。次に人間関係に恵まれていること。そしてゴマすりがうまいこと。 

能力は別にして、あとのふたつ、特に思ったことを言いたい自分にはゴマすりができないことを自覚して、研究者の道を選んだといいます。中国のパスポートを持っていますが、日本をベースに世界各地に出張します。中国にいるよりはるかに動きやすいと言います。

昨年４月に平壌に行ったときは、「朝鮮族」同士として北朝鮮の人々と話してきました。そうした語らいを通じた李さんならではの北朝鮮観があるようです。その一部は、３月６日のシンポジウム紙面でも紹介しようと思っています。 

さわりをー。中国は北朝鮮の現状をどうみているか。 

中国が最も恐れているのは北朝鮮の体制が崩壊し、韓国が吸収合併する形で南北統一が実現することだ。その場合は在韓米軍の位置づけも変わる可能性は薄いとみられる。すると、理論的には中朝国境の鴨緑江まで強大な米軍事力の影響下に入ってしまう。そうした事態は北京は絶対に避けたい……。 

こうしたパワーポリティクスの見取り図を、李さんは「こうした考え方もある」という感じでさらりと語ります。自分はもう国家のゲームには関心ないんですが、と言いたげに。そして、自らを「もうナニジンか分からなくなってきたからアジア人と言い始めているんです」と話す。国に過剰に頼ることのないアジア人。中国共産党員としての栄達を未練気なく手放した李さんのような人は、「アジア共同体」を一足先に具現化している人なのかもしれません。　　　　　　2003年2月28日 
　　　　　　　　http://www.asahi.com/international/aan/issen/issen34.html
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

東北アジア・グランドデザインの今後の展開方向概要 　http://www.nira.go.jp/newsj/kanren/140/142/01.html
■ グランドデザイン研究の進め方

　北東アジア地域全体の将来にわたる持続的発展を実現するためには、域内の相互依存関係の深化が必要である。現在、NIRAでは「フィジカル・インテグレーション」と「クラスター・ネットワーキング」を基本ポリシーとして、グランドデザイン研究を進めているが、その際には政治理念先行の地域統合アプローチではなく、地域が必要とする国際公共財の整備を中心とした多国間協力関係を構築していくという、機能主義的アプローチにより、その実現を図ろうとしている。 

■ 各分野別の課題

○エネルギー

　エネルギー需給バランスの確保および中長期的なエネルギー安全保障の向上等の視点から、ロシアの原油・天然ガスの円滑な供給システムを中心として、関係各国が合意しうる北東アジアのエネルギー・ビジョンを、クリーン開発メカニズム（CDM）など地球環境の保全に不可欠な環境対策と一体化した形で描く必要がある。 

○運輸・物流

　地域の経済、社会交流の促進に向けて、運輸・物流の整備は緊要の課題である。アジア・ハイウェイやランド・ブリッジ構想の実現に向けた検討協議の他、中国東北地方および朝鮮半島を中心とした新幹線ネットワーク等の高速鉄道網構想また、朝鮮半島と日本列島を結ぶ日韓海底トンネル構想など多角的な検討を行う必要があるだろう。 

○戦略的開発クラスター

　豆満江・羅津・清津、丹東・新義州など中国、南北朝鮮、ロシアの国境地域に、経済開発のための特区が多数設置されているが、それ以外にも、エネルギー、物流プロジェクトの進展に応じて、その拠点となる都市や結節点において、様々な戦略的開発クラスター候補地が生まれるものと考えられる。今後の効率的・効果的なエリア開発に向け、エリア選定に当たっては、開発プロジェクトとの関連性や地域動向を総合的に評価した上で、特に成長性の高いと考えられる戦略的なキー・エリアの抽出・ネットワーキングの可能性研究等を行うことが求められる。 

■ 各国共通プラットフォームの必要性

　北東アジアのグランドデザインは、最終的に関係各国の政府・研究機関・民間企業等が参加した共同プラットフォームの場で議論され、合意されるべき性質の「多国間総合開発ビジョン」である。そのため、地域の共通データベースの作成、共通の地域認識醸成に向けた意見交換、各国の総合開発計画等の多国間調整の作業を、共同で行っていくことで将来ビジョンについての共通のコンセンサスを育てていくことが必要である。 

　こうした考えから、NIRAとしては、中国・韓国を中心として北東アジアの研究機関との情報・意見の交流ネットワーク、すなわち「北東アジア・グランドデザインに関する研究機関のコンソーシアム」を構築していきたいと考えている。 

参考 ： 北東アジア地域のグランドデザイン（フェーズII）提言－
「北東アジア経済フォーラムイン新潟」における中間報告－
 http://www.nira.go.jp/newsj/kanren/130/133/f2j.html
--------------------------------------------------------------------------------

第13回北東アジア経済フォーラム報告 

--------------------------------------------------------------------------------

2004年9月17～18日 韓国ソウル特別市コーエックス・コンベンションセンター 

主催：北東アジア経済フォーラム、韓国世界通商協会 共催：東西センター、NIRA、アジアエネルギー共同体推進機構日本委員会、韓国交通開発研究院 、本フォーラムは、北東アジアの問題提起や解決策を模索するため、経済、地域社会開発、交通、IT、エネルギー・環境と幅広い分野にわたり、1991年より毎年関係国持ち回りで開催してきたものであり、今回は13回目にあたる。 NIRAは本フォーラムを共催するとともに、第２セッションを分担し、主導的な役割を果たした。 

9月17日第１セッション,開会式共同議長：南徳佑,韓国元国務総理/塩谷隆英NIRA理事長 

第２セッション：北東アジア・グランドデザイン・投資ニーズ 

【発表】○「東北アジア・グランドデザイン研究の展開方向」 澤井安勇NIRA理事 

○「地域の投資ニーズ実現に向けた戦略的アプローチ」マハメド・ファランディ 

元世界銀行東アジア・太平洋地域エネルギー専門官 

○「開発金融への需要見通し」ウォン・スー・チュー

韓国開発銀行北東アジア研究センター所長 

　コメンテーター　花田麿公 前在モンゴル日本国大使 

オー・ソック・ヒュン 　 韓国世界通商協会貿易研究所所長 

　　　　中西公平 　 国際協力銀行国際金融第1部（アジア・オセアニア）部長 

　　　　キム・ウォンベ 　 国土開発研究院上席研究員 

ザン・ユーヤン 　中国社会科学院アジア太平洋研究所副所長 

　　　　ワン・スーズー 　 天津市人民代表大会副議長・中国外資企業協会副会長 

第３セッション：エネルギー 9月18日第４セッション：運輸・物流 
第５セッション：観光 第６セッション：Eトレード 

Copyright (c) National Institute for Research Advancement (NIRA)Copyright 
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「北東アジア開発銀行(ＮＥＡＤＢ)」創設のための５つの提言
―日中韓首脳会合（2002.11）に向けて―

　北東アジアにおきましては、地域協力に対する問題意識を高めた上で将来の展望を描き、その実現のために具体的な協力プロジェクトを考察すること緊急の課題となっています。　東京財団では、2001年４月より2002年６月まで「北東アジア開発銀行」の創設と日本の協力政策に関する調査研究プロジェクトを実施し、多角的・多国間協力の要となる「北東アジア開発銀行」の創設を課題として研究を進めました。同プロジェクトにおいては、「『北東アジア開発銀行(ＮＥＡＤＢ)』創設のための５つの提言」および最終報告書「『北東アジア開発銀行(ＮＥＡＤＢ)』の創設と日本の対外協力政策－２１世紀型のモデルを目指して－」を作成、2002年７月29日に福田康夫内閣官房長官と面談し、小泉純一郎首相宛てに政策提言書を提出、10月には研究報告会を開催しました。 

[提言1]ＮＥＡＤＢ創設を日中韓３カ国首脳会合(2002年11月)にて宣言すること

[提言2]ＮＥＡＤＢ創設のための創設準備委員会を設立すること

[提言3]北東アジア地域協力プロジェクトのフィージビリティー・スタディーを実施

[提言4]NEADBのサポーターとして、北東アジア・プラットフォームを立ち上げること

[提言5]NEADBを起点とした北東アジア地域経済安全保障の長期構想(グランド・デザイン)を作成すること

「北東アジア開発銀行)」創設の５つの提言－日中韓首脳会合（2002.11）に向けて－

　　　　　　　⇒ http://www.tkfd.or.jp/division/research/pr/018_1.shtml
 最終報告書「『北東アジア開発銀行』の創設と日本の対外協力政策－２１世紀型のモデルを目指して－」要約⇒ http://www.tkfd.or.jp/division/research/pr/018_2.shtml
「北東アジア開発銀行」創設と日本の協力政策に関する調査研究プロジェクトメンバー 
プロジェクト・リーダー 余照彦（國學院大學教授･環日本海総合研究機構理事長）プロジェクト・コーディネーター李鋼哲（東京財団研究員）,プロジェクト・メンバー  温井寛（環日本海総合研究機構理事・事務局長）,水野満 (日本大学大学院グローバル・ビジネス研究科教授),中野有 (コーエイ総研主任研究員・北東アジア経済フォーラム上級研究員）真田幸光（愛知淑徳大学コミュニケーション学部教授）,アンドレイ・ベロフ（福井県立大学経済学部助教授）李燦雨（環日本海経済研究所客員研究員）,賈宝波（中国国際信託投資公司国際研究所高級研究員）,研究協力者  吉田恒昭（拓殖大学国際開発学部教授） 

研究アドバイザー：金森久雄（日本経済研究センター顧問・環日本海経済研究所理事長）趙利済（米国東西センター顧問・北東アジア経済フォーラム議長）http://www.tkfd.or.jp/division/research/pr/018.shtml
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

「域内資金循環システムを構築せよ」　　東京財団研究員　李 鋼哲

　北東アジア諸国の外貨準備高がおおよそ9,800億ドルに達し、世界の半分を占めるようになった。筆者の試算によると、2001年11月まで、全世界の外貨準備高は約1兆9,500億ドル、その50.26％を北東アジア諸国が占めている。その中で、世界第一位の日本が4,038億ドル、第二位の中国（大陸）が2,122億ドル（12月末）だが、それに香港（1,122億ドル）、台湾（約1,150億ドル）を合わせると、スリー・チャイナで約4,400億ドル、日本を上回り世界のナンバーワン。それに韓国の約1,000億ドル、ロシアの366億ドルを足すと、ちょうど世界の半分を占めることになる。（さらに、ASEANの外貨準備も足すと、世界の6割を超える）

　ロシア全体を北東アジア地域に入れるのはいささか問題になるとして除くとしても、経済圏で分けるなら、香港と台湾を北東アジア地域として見ても大きな問題にならないだろう。だとすると、この地域諸国は豊かな外貨資産をもった国際金融市場におけるプレーヤーとしての影響力を高めることは間違いなく、現実的にもそのような動きは顕れている。例えば、中国通貨当局が外貨預金におけるEUROと日本円の比率をそれぞれ15％としていたが、今年からEURO通貨が発行・流通されることに伴い、EUROの比率を20％に上げる方針を決めた。これは日本円とドルの国際的地位に直接影響を与えるだろう。

　上記の数字はそれぞれの国の公式な統計によるものであるが、統計に反映されてない金融・外貨資産も莫大な規模。中国（大陸）は国内に1兆ドルを超える外貨資産をもっているという試算がある。国内に健全な金融システムが欠如しているため、外貨資産の一部は、香港やアメリカなど国際金融市場に逃げ出て、「外資」として再び中国市場に戻ってくるケースも少なくないという。北東アジアは高い外貨準備と高い貯蓄率で潤沢な資金をもっていながらも、共通通貨圏を持たず、金融市場も未発達のため、域内の外貨資産が米国市場に流れ、米国の国債を買ったりして米国経済を支えている。また、その資金の一部が多国籍企業の手によって東アジアに投資され、高いリターンを獲得し、一旦金融不安定になると再び海外に逃げてしまう、という悪循環構造になっている。

　北東アジア地域は中国の浮上によって世界経済における地位が向上しているが、同時に国家間の格差が大きく、バランスがとれていない。この地域の開発ニーズと資金需要は大きく、約15億の人口のなかで３分の２の人口は発展途上にあり、発展のポテンシャルが大きい。本格的な開発はこれからだ。しかし、資金を必要とするところにお金が回らないのが現状であり、それを打開するためには、如何にして域内の潤沢な資金もって地域開発を進めるかという域内資金循環システムを考えなければならない。共通通貨圏を構築するという構想は将来の夢として描けば良いが、現実的には、金融安定のためのメカニズム構築を検討するのが焦眉の課題ではないか。まず、通貨・為替安定措置が不可欠であろう。日本が提唱した「AMF構想」が米国とIMFの反対により頓挫したが、すぐに諦めてはならない。新宮沢構想が考案され、通貨スワップ協定で合意したチェンマイ合意は、東アジア協力の試みとしては前進した。今後も各国政府間の政策対話を強化し、ASEAN＋日中韓の多国間協力枠組みのもとで新しい「アジア通貨基金」の創設を推進すべきである。

　次に、地域開発のための多国間開発金融機関を創設する必要がある。北東アジア開発銀行（NEADB）構想は10年前から提案されたが、その実現まではまだ時間を要するだろう。しかし、近年は韓国、中国、日本などでこの構想が政策課題として議論され始めている。その実現を巡る関係諸国の中央政府、地方政府、民間の動きもにわかに活発化している。

　いまひとつは、「北東アジア貿易・投資銀行」の設立についても議論をはじめることを提案したい。域内資金循環システムの一環として、この地域には潤沢な資金を活用し、発展途上国の開発のみではなく、地域内の国境を跨る共同開発や途上国の市場経済化の支援、貿易・投資促進のための金融機関として活用できる。ADB（アジア開発銀行）は地域開発に重要な役割を果たしてきていることは確かだが、世界の60%の人口を抱えているアジア地域の開発を全うするには限界がある。ラテンアメリカ地域には5つの多国間地域開発金融機関があり、アフリカ・アラブ地域にも12の多国間地域開発金融機関がある。そのほかにもAMF（アラブ通貨基金）が1976年にアラブ連盟22カ国により創設されている（日本のAMF構想は著作権違反であり名前を変更すべきである）。それに比べてみると、東アジア地域の金融インフラが如何に遅れているかが分かる。ADBのみでアジアの開発を全うするという主張は説得力を欠いている。

　北東アジア地域協力の一環として、以上に取り上げた幾つかの多国間金融機関を創設することは、同地域の金融インフラを整備・強化する上で不可欠な課題である。金融インフラが整備されれば、域内資金循環メカニズムも形成され、経済のダイナミズムがそこから生まれるだろう。　　⇒ http://www.erina.or.jp/Jp/Opinion/J/China/2001/Ri2.htm
----------------------------------------------------------------------------------------------

中国脅威論」より「日中協力論」東京財団研究員　李鋼哲

　今年10月21日、APEC上海会議の際に中国の江沢民主席は小泉首相と会見したが、２週間も経たないうちに首相が２回も訪中したことは日中関係のなかで異例なことであった。このような電撃式の首脳外交は、日本の対中関係重視を印象づけるものであろう。日中関係が回復に向けて大きく前進するかどうかは今後の動きを見極めなければならないが、これ以上に日中関係を悪化させたくないという両国首脳の認識がここで端的に示されているのではないか。

　なぜ、日中関係を悪化させてはならないのか。一言で言えば、両国関係の悪化は両国の国益に叶わないからである。しかし、残念なことに日本では近年「中国脅威論」が唱えられており、それに対抗するかのように中国でも「日本脅威論」が噴出している。お互いに相手を罵り合っているのと同様である。ところが、喧嘩しても敵対関係にならないのが日中関係である。仲の悪い兄弟のように、喧嘩はしても同じ家に暮らすしかないので、結局は妥協する。それほど、両国の相互依存関係は急速に深まりつつある。

　両国の相互依存関係について見ると、日中間の貿易額は年間857億ドル（2000年）、中国にとって日本は最大の貿易相手国、日本にとっても対中貿易は米国（25%）に次いで第2位で、10%を越えている。米国経済の景気減速とテロ事件の影響で日本の対米貿易は大幅に減少する傾向にあり、今後10年間で両国に対する貿易比重が逆転する可能性すらある。さらに、直接投資が近年中国にシフトの傾向もある。最近の日経新聞によると、日立製作所は今後５年間で中国に1,000億円の設備投資を行い、生産拠点を中国にシフトするという。「生き残り」を中国に賭けての挙行であろう。一方、中国株式市場での日本の投資が前年度比６倍に急増したことからもわかるように、資本市場においても、中国のWTO加盟を契機に、日本の資本がニューヨーク市場から中国市場にシフトする傾向を見せている。

　このような両国間の相互依存関係の進化とは裏腹に、日本の政界では「中国脅威論」が盛んに唱えられている。先日の夜、某新人代議士の当選パーティーに参加したが、彼が「巨大化する中国に対して脅威感をもって対応しなければならない、対中国ODAは慎重にすべきだ」と聴衆に向けて堂々と喋ったことに、私は驚きを禁じ得なかった。「中国脅威論」を唱えれば、日本国民の選挙票がたくさん集まるのだろうか。

　「中国脅威論」が果たして日本の国益になるだろうか。いわゆる「中国脅威」といえば、中国の軍備増強と経済力の巨大化にほかならないが、中国の軍事力が強くなることが直ちに日本に対する脅威になる、という論理は正しいのだろうか。米国の軍事力は日本と比べ遙かに強大であり、かつて日本を敗北させたのも米国の原爆であった。しかし、その米国を脅威と見る日本人は少ない。日本人にとってアメリカは「信頼できる国」なのである。これを類推すれば、仮に中国の軍事力が日本より強くなったとしても、中国との信頼関係を構築していけば脅威は自ずと弱まるのではないか。ODAと中国の軍備増強を結びつける発想は賢明ではない。日本のODAカードは中国の軍備増強に対してほとんど無力であり、そんなことを言いだしたら却って中国から反発を受け、信頼を失うだけである。因みに、中国の軍事支出は年間約126億ドル、日本の447億ドルの3分の1にも及ばず、米国の2,650億ドルの20分の1に過ぎない。日米同盟に対して、中国の軍事力はまだ大人と子供の差がある。

　中国経済力の巨大化を「中国脅威」と見ることは間違いないが、だとしても「中国脅威論」を煽ることは両国関係を悪化させ、結局は日本の国益にならないはずである。巨大化する中国との協力関係を強化すれば、日本もその成長による利益を共有できるのではないか。日本企業が対中投資で大きな利益を得ているのも事実である。

　中国のある学者は、日中両国は「東アジア列車のダブル・エンジン」であると喩えたが、これは日中協力の必要性についての中国側の認識を端的に示すものであろう。日中間で「相互依存安定」を構築しなければならない時期に来ているのではないだろうか。

　　　　　　　　　　　⇒http://www.erina.or.jp/Jp/Opinion/J/China/2001/Ri.htm

 「地域協力の中心、狙う韓国」 李　鋼哲
(新世紀アジア人開発研究センター理事長) Written Date: 17.07.2003 - 02:05

イラク戦争が現実となり、日々戦火のニュースがメディアを埋め尽くす。北朝鮮の核開発をめぐる緊張を抱える朝鮮半島にどんな影響が出るのか。日本を含む北東アジアの平和と安定が大きく揺らぎかねない。 

韓国は米韓同盟の立場からイラクでの対米支援を決断、反戦の声が高まる中、国会が派兵を認めたが、他方で対北平和解決の道を全力で模索している。 

その道は、盧武鉉大統領が２月の就任時に打ち上げた「韓国を東北（北東）アジアのハブ国家に」というビジョンで描かれた。北東アジアの中心に位置し、中国、ロシアといった「大陸勢力」と日本、米国などの「海洋勢力」が影響力を競ってきた朝鮮半島。その苦難の歴史をふまえての未来構想だ。 

盧大統領は近著『韓国の希望　盧武鉉の夢』の中で歴史を振り返り、「大陸勢力と海洋勢力が対立し始めた１６紀末以来、私たちは『鯨のけんかでエビの背が裂ける』状況から脱出できなかった。……こうした『エビ』の境遇になった責任を外部にだけ求めることはできない。根本的な責任は自らにある」と述べ、韓国は「井の中の蛙（かわず）」だったと指摘した。 

これからは周囲の鯨に翻弄（ほんろう）されないために鯨たちを仲裁できる賢明なイルカを目指す。北東アジアの中心にある地の利を生かし、交通、物流、通信、金融の中心地になることだ。そのために日本、中国と提携して北東アジア平和協力機構や北東アジア開発銀行（ＮＥＡＤＢ）などの仕組みを作り、「鉄（道）のシルクロード開発コンソーシアム」を創設するなどの青写真を準備している。 

ソウルでこのほど開かれたシンポジウムでも、東京財団が提唱したＮＥＡＤＢ案を含めた東北アジア版マーシャル・プランが討議された。北朝鮮を孤立させず、国際経済に引き込むことで、地域の安定と繁栄を図るねらいだ。協力の枠組み作りは緒についたばかりだが、地域協力で安定をめざす韓国側の熱意があふれていた。 

一方で日本は、日朝関係の停滞もあって、経済大国にふさわしい主導権をとれない状態が続いている。さらに、偵察衛星の打ち上げに続いて、北朝鮮のミサイルに備える防衛網の導入論議などきな臭い空気も高まっている。韓国から吹いてくる風に日本はどう対応するのか。状況追随から脱却した戦略的取り組みが問われている。 2003年4月7日 ⇒　http://www.asahi.com/international/aan/column/030407.html
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